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（調整理由） 

１ 防災・国民保護担当部局との連携 

・消防本部と各市町担当部局は、災害対策等について緊密な連携を図ってい

ることから、原則、現在の運用を継続することが適当である。 

・国民保護法（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律）に基づく、市町長の避難住民に対する誘導等の対応は、同法第 62 条第

5 項に基づき対応する。 

（１） 職員の派遣について 

・大規模災害等が発生した場合、消防本部と各市町災害対策本部との連携

を確保するため、消防本部（消防署）から各市町災害対策本部へ管内の

情勢を熟知している職員（年度当初に併任辞令を受けた職員等）を派遣

し、災害対応及び消防本部との連携体制の強化を図る必要がある。 

（２） 情報の共有化について 

・大規模災害等が発生した場合、災害発生状況及び対応状況等の情報を共

有するため、消防本部の情報通信機器端末を各市町担当部局に設置する。 

調 整 結 果 

１ ２市６町の防災・国民保護担当部局（以下「各市町担当

部局」という。）との連携は、原則、現在の運用を継続

するとともに、広域化を機に次の運用を行う。 

(１) 大規模災害等が発生した場合、消防本部（消防署）か

ら各市町災害対策本部に職員を派遣し、災害対策本部

との連携体制を確保する。 

(２) 各市町担当部局に消防本部の情報通信機器端末を設

置し、災害情報等の共有化及び連携体制の強化を図

る。 
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 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（抜粋） 

（市町村長による避難住民の誘導等）  

第六十二条  市町村長は、その避難実施要領で定めるところにより、当該市町村の職員

並びに消防長及び消防団長を指揮し、避難住民を誘導しなければならない。  

２  消防に関する事務の全部又は一部を処理する地方公共団体の組合（以下「消防組合」

という。）の管理者（地方自治法第二百八十七条の二第二項 の規定により管理者に代

えて理事会を置く一部事務組合にあっては、理事。以下同じ。）又は長は、当該消防組

合を組織する市町村の長が前項の規定により避難住民を誘導するときは、当該市町村の

避難実施要領で定めるところにより、当該消防組合の消防長及び消防団長を指揮し、当

該市町村と協力して、避難住民を誘導しなければならない。  

３  前二項の場合において、消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動するもの

とする。  

４  第二項の場合において、当該消防組合を組織する市町村の長は、当該市町村の避難

住民の誘導に関し特に必要があると認めるときは、当該消防組合の管理者又は長に対

し、当該消防組合の消防長又は消防団長に対して必要な措置を講ずべきことを指示する

よう求めることができる。  

５  前三項の規定は、消防に関する事務の全部又は一部を他の地方公共団体に委託した

市町村の長が避難住民を誘導する場合について準用する。この場合において、第二項中

「消防に関する事務の全部又は一部を処理する地方公共団体の組合（以下「消防組合」

という。）の管理者（地方自治法第二百八十七条の二第二項 の規定により管理者に代

えて理事会を置く一部事務組合にあっては、理事。以下同じ。）又は長」とあり、前項

中「消防組合の管理者又は長」とあるのは「委託を受けた地方公共団体の長」と、第二

項及び前項中「当該消防組合を組織する市町村」とあるのは「委託した市町村」と、「当

該市町村」とあるのは「当該委託した市町村」と、「当該消防組合の消防長」とあるの

は「当該委託を受けた地方公共団体の消防長」と読み替えるものとする。  

６  市町村長は、避難住民を誘導するときは、必要に応じ、食品の給与、飲料水の供給、

医療の提供その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
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